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ドイツ不動産税法改正と新不動産評価について（その２）
―統一評価の改革と１６州の評価計画―

野 田 裕 康

は じ め に

ドイツ統一後の３０年間で，人口構造及び不動産市場は大きく変化した。土地
利用政策（いわゆるＦプランとＢプラン）の多様化や２０１０年代後半の難民の受
け入れ問題等，特に住宅市場の改革が求められるようになり，同時にとりわけ
都市圏で上昇傾向にある地価に対する不動産税制の歪みも強く認識され，課税
の公平性を求める改革の議論が多くなってきた１。
２０１８年４月にドイツ連邦憲法裁判所（BVerfG）は，１９７３年より施行中の不
動産税が基本法の平等原則に反して違憲であると判決し，立法府（ドイツ連邦
財務省）へ２０１９年末までの改革を求めた２。現行不動産税統一評価の査定基準
日が旧西独地域で１９６４年であり，その後１度も評価替えが行われていなかった
ことから，課税対象である不動産における相互の課税評価と，現実の納税額，
そして実際の資産価値とが相対的にも絶対的にも合わなくなってしまったので
ある。
この判決を受けて連邦政府（連邦財務相）が提案した不動産税改革モデル（以

下連邦モデル３）は，税額決定に際する３段階方式は変わらないものの，土地

１ 本稿は日本地方財政学会第２９大会（２０２１年６月６日：セクション８）にて報
告したものを加筆修正した論文である。
２ 複数の訴訟（全て西独）への判決の骨子は，不動産税課税標準が再評価され
ないことによる課税の不公平に基づいている。BVerfG（２０１８）: １ BvL １１／１４, １
BvR８８９／１２, １ BvR６３９／１１, １ BvL１／１５, １ BvL１２／１４, Pressemitteilung Nr. ２１／
２０１８vom１０. April２０１８.
３ DS１９／１１０８５.
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価格を重視する抜本的ともいえる改革であった。しかも，評価確定（新不動産
税価額）のパラメーターが従来とは異なり大幅に変更されていることから，連
邦モデルはその後多くの税制改革議論を引き起こした。ここでの主要な論点は，
評価の変更のみならず，連邦モデルという不動産税法改正案を政治的に議決さ
せるために基本法の変更（解放条項４）を行ったこと，住宅開発を促進するた
めに不動産税に超過課税再導入の途を拓いたこと（以後不動産税Ｃ５），財政政
策上で税収中立を前提としていること，さらに，土地保有課税への本質的な問
題として不動産税負担の根拠や税負担の転嫁問題等，様々に議論されることと
なった。そして連邦政府は不動産評価の実行可能性を配慮して，再評価基準日
（査定基準日）は２０２２年１月１日とし，改正不動産税法の施行は２０２５年からと
なった。それまでは現不動産税が有効とされたわけであるが，ここにも公平性
の問題がまだ残されていることは否めないだろう。
本稿はこのようなドイツ土地保有課税の抜本改革の中で，課税の第１段階と

しての評価手法の問題を取り上げる。不動産税の変更と改正の実施可能性につ
いて，確定された査定基準日に向けた１６州の方針と評価に向けた動向を概括し，
新しいドイツ不動産税の評価問題を考察する。まず第１章では１９６４年を評価基
準日としてきたドイツ統一評価制度の本質をまとめ，形骸化しているにもかか
わらず再評価を行わずに如何に現行課税システムを適用し続け，課税の正当性
を維持してきたのかを議論する。
第２章は，現段階で１６州において検討・議論中である新しい評価制度の概要

をまとめる。新不動産税では，連邦の評価とは異なる州による独自の不動産評
価も認められるようになり，このことは地方の課税自主権が強化されたともい
える。第３章では，地方の土地保有課税としての公平性をドイツの公的土地評
価制度から導くことの意義を議論する。

１．土地保有課税と統一評価制度の問題

ドイツにおける経常土地保有課税の正当化は，いわゆる想定収益税（Soller-
tragsteuer）に基づいていた６。ここから土地所有者には，収益の実現未実現に

４ DS１９／１１０８４, Art.７２,１０５,１２５b GG.
５ いわゆる賦課率Ｃである。DS１９／１１０８６.
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関わらず特別な負担能力を有するという応能的な有基所得理論が正当化されて
きた７。その後近代的所得税の台頭により不動産税の根拠は応益原則に基づく
応益課税へとシフトする。
今日，不動産税の意義はドイツにおいても地方公共財の地域包括行政サービ

スに対する税負担とされている。それは土地に対する物税・実体税として位置
付けられ，サービスに対する税支払いは最終的に利用する住民に求められてき
た８。この転嫁問題は今般の改正法案には組み込まれなかったものの，不動産
税改革における負担正当性の議論ともなっている９。ここでの保有者課税と利
用者課税の相克は，不動産税議論だけでなく財産税の役割とも関わってくるで
あろう。
１９６４年統一評価額の超長期的適用は，法的な再評価の不履行がもたらす土地
相互の課税評価額の不均衡を生じさせただけではない。保有課税の本質として
土地資産時価評価の是非，評価手法の変化，そして不動産税自体の正当化（税
負担根拠の見直し），さらには環境課税や開発問題等により直接・間接的に改
革を余儀なくされたのである。

１．１ ３回目の再評価について
まず１９６４年１月１日を査定基準日とする統一評価の２回目の再評価後，今日

まで定期的再評価が不履行状態であったことに関しては，評価法に基づく不動
産統一評価算出システムの複雑性や正確性に起因している。１９６４年統一評価額
の算定後は，評価法通りに再評価を行うならば１９７０年が次の査定基準日となる

６ Seer, R（２０２１）: S.１０１４., Troll／Eisele（２０１４）０: S.１９.
７ Mering, OF（１９３０）: S.３３５，野田（１９９９）: p.１３１.
８ なお具体的な考察として，不動産税法３３条（改正後は３４条）にて賃料減少に
対する減免措置が規定されているが，ここでは地方サービスと課税対象（住民
数）との利用応益性の根拠や，空き家対策などの住宅政策が議論されねばなら
ないだろう。vgl.§５５６BGB.,§２Nr１BetrKV., Löhr, D（２０１９a）: S.９１.
９ 例えば政策論争として，統一サービス産業労働組合（Ver. di）やドイツ賃貸
人連盟（DMB），そして一部の政党が転嫁廃止を主張するが，商工会議所
（DIHK）や産業連盟（BDI），手工業中央連盟（ZDH）不動産連盟（ZIA）など
主要経済団体は，応益原則に反するとして反対する。野田（２０２１）：p.６９.
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が，早くも翌年の１９６５年に評価法改正法でこの査定開始期限を１年延ばしてい
る１０。適正な課税の基盤として均一で取引価格に近い統一評価の法的規範を作
り上げようとしたのであるが，１９６４年評価の膨大な査定作業は遅々として進ま
ず，更に１９７０年には，予定されていた１９７０年再評価を法律で可決されたのちに
行うと定めて定期更新評価を事実上棚上げ（保留）にしてしまった１１。同時に，
１９６４年再評価もこの間のインフレを配慮して一律４０％の評価額引き上げを行っ
て漸く１９７４年より施行されることになったのである１２。ここに見られる評価の
正確性とは，今日の不動産税評価額算定においても，１９６４年１月１日後に建築
された不動産物件も，全て１９６４年に遡って算出する厳密性に所以するものであ
り，これが結果的に課税非効率性と膨大な行政コストを引き起こしていること
は言うまでもない。

１．２ 土地資産の時価評価について
課税標準として土地資産を時価評価することは，既に時価で評価される他の

課税資産との合理的統一であるが，１９６４年統一評価額決定時（最終的には１９７４
年）に取引価格として仮にその時点で全ての課税資産において評価が均衡して
いたとしても，その後は土地評価がいわば遡及評価法という複雑な時価近似値
を導き出している点で，賦課期日からすれば正確性・平等性に欠如する。そし
てドイツにおいては，異常な状態を除外した適正な取引価格とは，不動産の場
合に都市や地域の開発状態も配慮した行政側の価値判断があり，そこには取引
価格（経済学上の市場価格）とは異なる基準があるとされる。いわゆる課税価
格（価額）である。
不動産資産に限らないが評価法では統一評価額算定の基礎を通常価格（ge-

meiner Wert）においており１３，それはいわば価格面の課税標準として，すな

１０ BGBl. I １９６５S. ８５１（§２. Abs. １ Gesetz zur Änderung des Bewertungsgeset-
zes）.

１１ BGBl. I １９７０, S. １１１８（Gesetz zur Änderung und Ergänzung bewer-
tungsrechtlicher Vorschriften und des Einkommensteuergesetzes）; Seer, R
（２０２１）: S.１０１７.
１２ 但し，土地評価に関しては４０％引き上げを行ってはいない。
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わち時価（取引価格）と考えられよう。ここでは異常な，人的関係を除外した
課税目的上の正しい価格と捉えられるため，これをもって「適正な」時価とも
言いうるだろう。しかし，不動産資産の統一評価については，個別に適用評価
可能な通常価格ではなく，時価に近似させようとする（いわば行政判断が介入
した）平均価格である点が重要である。
既建築地は収益価格と物件価格に基づいて計算され，賃貸住宅の場合は平均

的な収益すなわち賃料より求められる。実際は査定基準日（１９６４年１月１日時
点）の年粗賃料額１４をベースにした収益価格方式で計算し，さらに建物種類（３
種），築年（主に１９４８年以前の築年で細かく分類）と人口（市町村規模）で補
正される１５。このパラメーターいずれもが１９６４年時点に基づいている限り，賦
課時の通常価格（現実）と統一評価額（想定）の乖離が明瞭になってくる。事
業用地のように賃料が存在しない場合等は物件価格で計算される。
未建築地は，物件価格として，個別の取引事例に基づいた市場価格（簿価）

から統一評価額を導くため，賦課時の通常価格と１９６４年統一評価額は当初一致
するものの，その後の開発等により時価が変動すれば，評価格差が生まれ，投
機要因の一つとなる。

１．３ 評価手法の変化について
不動産評価手法の変化も，制度的変更とIT技術の進展による技術的変更が

行われてきており，これらにより統一評価の定期的再評価の可能性を大きくし
ている。制度上では，不動産の取引価格（市場価格）決定はドイツ建設法典１６

に基づき，土地鑑定員会の土地及び建物の査定方法として用いる取引価格の定
義により算定１７される。また，２０１０年の不動産評価算定令（ImmoWertV）の
制定により，取引価格評価の正確性が高まり，これが実際の売買事例集
（Kaufpreissammlung）より導き出される全般的な価格関係として機能するこ

１３ §９. BewG.
１４ 自己利用や混合利用等の場合は通常地域平均賃料で算出する。vgl.§５５８. Abs.
２. BGB.

１５ BewG a.F, Anlage３, Vervielfältiger.
１６ §１９２,１９３,１９４, BauGB.
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とになった。建設法典第１９６条に規定された一定区域（ゾーン）の土地平均価
格を定めている標準地価（BORIS）１８は，日本の公示地価制度に類似するもの
であるが（後述），主に十分なデータ，すなわち売買事例が存在する場合に比
較価格方式でゾーンごとに価格が算出されるものの，事例が少ない場合には演
繹的な方法で評価が行われる。ドイツの標準地価はいわば過去の取引価格から
導き出された拘束力のない土地価格であり，現在の取引価格（市場価格）を意
味するものではない。特に，既建築地の取引価格評価は，建築費や築年，賃料，
等多くの評価要素を積算する必要があるからである。
この不動産評価算定令も，不動産税改革議論に伴い，取引価格の精度向上や

土地データの連邦統一を目的に根本的な改正（ImmoWertA）が行われており，
複雑な評価指針を連邦統合させて，各州の法令モデルとし，取引価格評価格差
の是正を図っている１９。
また，土地情報のデータベース化も進展している２０。まず，土地の基本情報２１

として公的不動産地籍情報システム（ALKIS）が２０００年代後半より各州独自
に開発が進められ，２０１５年までに全州での導入が完了している。このシステム
により土地の様々な情報を入力から出力までISOに基づき一元管理することが
でき，測量情報の基本データベースとして位置付けられている。
地価情報はまず各州の不動産鑑定委員会により更新される州の標準地価に集

約され，ドイツ全土で一般公開している。州の土地鑑定委員会は取引価格及び
標準地価の査定，売買事例集の管理，評価に必要なデータの決定を任務とした
公的機関であるが，州による価格や評価手法の違いもあることから，連邦での
上級土地鑑定委員会が存在する。このようなITの進化と共に，地価のみなら

１７ 一般に比較価格方式VW-RL（相対価格），収益価格方式EW-RL（市場価格），
物件価格方式SW-RL（絶対価格）に分類でき，算定される標準地価BRW-RLも
併せて計６個の算出指針が作られている。vgl. BMI HP （２０２１）: Novellierung
des Wertermittlungsrechts.

１８ BORIS-D（２０２１）: Bodenrichtwertinformationssystem für Deutschland.
１９ BMI（２０２１）: Referentenentwurf.
２０ 日本では２００９年の土地総合情報システム（国土交通省）に相当する。
２１ AFIS（公式定点情報システム），ATKIS（公的地形地図情報システム）と一
体化して，連邦州測量グループ（AdV）が管理運営している。
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ず登記データ（地籍・所有者情報）や土壌データ（汚染その他地形情報）も統
合されて急速にネットワーク化が進んでいるが，州により情報量やデータ種類
にかなり格差があるのが実態である。標準地価情報は全国・一般的な利用に供
するよう統合されてきているが，いまだ一部で閲覧できないところもある。

１．４ 経常的土地保有課税の正当化
土地資産に関わる課税の本質議論では，現在の統一評価を適用しているのは，

不動産税と第二住宅税のみである。営業資本税の廃止や，財産税の廃止（徴収
停止），相続税と不動産取得税の統一評価適用除外により，課税資産の統一評
価の意義はなくなっている。
また，不動産税と第二住宅税に同じ統一した評価基準を設定している点も，

現在のドイツの課税理論から捉えると問題が残っていよう。応益原則に依拠す
る不動産税の課税標準（物税）と，負担能力に基づく第二住宅税（人税）課税
の正当化の議論である２２。両税ともに統一評価に地域通常賃料を算入している
点は同じであっても，課税の根拠すなわち生存権に由来する通常の居住に対す
る負担（応益性）と，いわゆる地方消費税（贅沢税）に対する負担（応能性）
との平等性の相違である。言い換えれば，評価法に基づきいわば連邦政府の特
定（納税義務）基準から決定される不動産税額と，実現賃料を基に算出する第
二住宅税額との相違である。また不動産税違憲判決に伴い，第二住宅税への違
憲判決も出てきている２３。
連邦の不動産税制改革２４は，このような統一評価の多面的な欠陥を，土地の

経済財としての性格を改めて重視し，課税標準に適正な時価評価を導入するこ
とで，裁判所の要請である課税公平性を回復しようとした結果である。即ち，
政府の改革案は２０２２年１月１日を基準日に査定された評価額（不動産税価額）
を基に，連邦租税算定率２５と市町村賦課率を用いた従来の３段階方式を維持し

２２ Art.１０５Abs.２a GG.
２３ １ BvR ８０７／１２, １ BvR ２９１７／１３（２０１９／０７／１８）, ２ LB ９０／１８ und ２ LB ９２／１８
（２０１９／０１／３０）
２４ Gesetzentwurf, Bundestag DS１９／１１０８４,１１０８５,１１０８６.
２５ これまでの０．３５％を０．０３４％に引き下げる。vgl.§１５Abs２a２, GStG n.F.
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つつ２０２５年から賦課徴収するものである。
他方で，評価の公平性（正確性）や査定（行政）コスト，さらには応益課税

の本質を重視して州による独自評価と課税も特にCSUの主張も考慮されて解放
条項として認め，これにより１６州は様々な評価を提案・議決しはじめており，
ドイツ不動産税改革は現在混乱を極めていると言えよう。

２．１６州の新評価制度の実態

２．１ 連邦モデル
連邦モデルを表明している州は，BE州，BB州，HB州，MV州，NW州，RP

州，SH州，ST州，TH州である。この中でMV州は当初NI州の面積立地モデル
の影響も受けており，賦課率調整による税収中立を維持する方向で調整中で
あったが２６，２０２１年４月に連邦モデルを表明し，５月にはNW州も連邦モデル
採用を決定し，純粋な地価評価（建物無）を採用しているBW州と，州独自の
賦課率を適用するSL州とSN州を合わせた計１２州が土地価格（時価）を評価の
中心に置くモデルになった［表参照］。
連邦モデルはHB州が２０１０年にBE州・SH州・NI州・SN州と共同で取引価格

に基づいた不動産税を提唱していたことを改革の基礎に置いている２７。これは，
２００６年の相続税違憲判決２８を受けたものであったが，BY州・HE州・BW州共
同の面積税案２９に対峙するモデルである。
連邦モデルの評価は，２０２２年から施行される評価法２１８条～２６６条（不動産税

のための土地所有評価）及び建設法典に基づき，取引価格の査定を収益価格方
式から算定する。パラメーターとして土地及び建物面積，建物種類，築年，居
住不動産は統計局のミクロセンサス３０から計算された平均純賃料，標準地価（未

２６ LandtagMV（２０２１）: dpa-infocom, dpa:２１０１２７―９９―１９５６６１／２.
２７ Hansestadt Bremen（２０１０）: Machbarkeitsstudie. S.６０.
２８ BVerfG（２００６）:１BvL１０／０２.
２９ Arbeitsgruppe der Länder BW, BY und HE（２０１０）: Eckpunkte für eine vere-
infachte Grundsteuer nach dem Äquivalenzprinzip.

３０ 連邦統計局の約３７万世帯８１万人の生活水準統計によれば，２０１９年は平均７．７€／
m２［２０１５年以降入居者］で，最高額はHH州，最低額はST州である。vgl. Destatis
（２０１９）: S.２８.
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表 ドイツ１６州の不動産税関連基礎データ

不動産税収
［２０１９］
（１，０００€）

賦課率
州平均
［２０１９］

土地
単位

（１０００戸）

面積
（km２）

平均居
住面積
（m２／
１人）

平均住
宅面積
（m２／
１戸）

鑑定委
員会数
［２０２１］＊

市町
村数
［２０２１］

不動産税
評価方式
（２０２１／０６現
在）

BB ２６８，９７８ ４０９ １，３２２ ２９，６５４ ４４．４ ８４．７ １６ ４１６ 連邦モデル

BE ８２７，３４９ ８１０ １，９３３ ８９１ ３９．５ ７３．１ １ １ 連邦モデル

BW １，７４１，５４２ ３９１ ５，２６３ ３５，７４８ ４５．９ ９６．１ ３８４ １，１０１ 修正地価税モデル

BY １，８０７，２３３ ３９４ ６，３７３ ７０，５４２ ４７．４ ９７．２ ９６ ２，０５６ 純粋面積税モデル

HB ２０４，８６８ ６８７ ３５８ ４１９ ４２．４ ８０．４ ２ ２ 連邦モデル

HE １，２０１，３９２ ４９０ ３，０２５ ２１，１１６ ４６．６ ９６．４ ４５ ４２２ 面積係数モデル

HH ４７２，０９０ ５４０ ９４６ ７５５ ３９．６ ７５．９ １ １ 面積立地モデル

MV １８１，６６９ ４２８ ９０５ ２３，２９５ ４４．１ ７９．４ ８ ７２６ 連邦モデル

NI １，４０３，２５２ ４３５ ３，９７３ ４７，７１０ ５０．４ １０２．１ ９ ９４２ 面積立地モデル

NW ３，７７２，０７９ ５７７ ８，９７５ ３４，１１２ ４４．９ ９０．３ ７７ ３９６ 連邦モデル

RP ５７２，７１９ ４０３ ２，０８７ １９，８５８ ５２．９ １０４．０ １２ ２，３０１ 連邦モデル

SH ４５１，３６０ ３９９ １，４７８ １５，８０１ ４７．４ ９３．４ １５ １，１０６ 連邦モデル

SL １４９，５１５ ４４４ ５１５ ２，５７１ ５３．３ １０３．８ ７ ５２ 連邦モデル＋解放条項

SN ５０３，０６５ ４９８ ２，３５８ １８，４５０ ４３．１ ７５．２ １３ ４１９ 連邦モデル＋解放条項

ST ２４０，１１３ ４２０ １，２８９ ２０，４５７ ４５．９ ８０．１ １ ２１８ 連邦モデル

TH ２３６，１９０ ４３５ １，１８１ １６，２０２ ４４．２ ８１．８ ９ ６３２ 連邦モデル

総計 １４，０３３，４１４ ４１，９８１ ３５７，５８１ ６９６ １０，７９１

平均 ４７５ ４６．２ ９１．６

出所：連邦統計局より筆者作成。＊：BW州のみ２０２１年４月の数。
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建築地の評価は標準地価のみ）の５種類３１が課税標準の基礎となり，市町村間
の賃料差も住宅手当法及び住宅手当令により６段階に分類して加除される３２。
混用地や商業地は主に物件価格方式で評価し，未建築地に対する不動産税Ｃ導
入も市町村に認めている。土地の粗利益算定は評価法の附則により１６州別の純
賃料表から求められ，築年区分は５種，建築区分と居住面積区分はそれぞれ３
種のパラメーターとなっている３３。このように定められた不動産税価額３４は，租
税算定率３５と市町村賦課率により，最終的な不動産税額が決定する。

２．２ 州独自モデル
２．２．１ BW州
２０２０年１１月にBW州は１６州で最初に州不動産税法を議決した３６。新評価のパ
ラメーターは土地面積と標準地価の２つで，修正地価税モデルと称している。
連邦モデルとは異なり建物部分の評価を除外した州独自モデルである３７。租税
算定率を１．３‰として課税評価額上昇による負担を低減させ，主要居住部分に

３１ これまでは住宅用地で約２０種類，商業用地では３０種類以上のパラメーターに
より評価されていた。Vgl. BMF（２０１９b）：K.９.

３２ 賃料水準１（－２．５％）～賃料水準６以上（＋３２．５％）Teil II der Anlage３９zum
BewG.

３３ 附則では５．０３€／m２（２家族住宅・１００m２超・４８年以前建築：ST州）から９．４９
€／m２（集合住宅・６０m２以下・０１年後建築：BY州）までが記載されている。

３４ §２２０BewG.
３５ 改正法では，これまでの統一評価法に基づく連邦賦課率０．３５％を新評価に伴
う価格上昇緩和措置として０．０３４％として負担を約１／１０縮小することとしてい
たが，その後２０２１年７月に公布された不動産税改革導入法では連邦統計局の賃
料統計更新に伴い，更に０．０３１％へ引き下げている。同時に粗利益算定のパラ
メーター（上記注釈３２．３３）も，賃料水準は７段階（－２０％～＋４０％）へと増や
し，州別賃料表も最低額（ST州）は５．０３€／m２から４．１３€／m２へ，そして最高額
（BY州）は，９．４９€／m２か ら１４．５６€／m２へ とす べて再修正されている。
GrStRefUG（２０２１／０７／１６） BGBl I２０２１, S.２９３１.

３６ Gesetzentwurf, Landtag von Baden-Württemberg, DS１６／８９０７, LGrStG BW.
３７ §２１８～§２６３BewGの注釈にはBW州法が記載されている。
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対する３０％控除により住宅支援も行い，何よりも連邦モデルに依然として指摘
されている評価の複雑性を配慮し，ドラスティックな課税簡素化をメリットと
する。一方で修正地価税は５６０万筆以上の新評価を標準地価から導き出すシス
テムの妥当性の問題や，住宅地不足対策としての開発済未建築地課税と連邦の
提唱する不動産税Ｃ３８との効果検証も必要になってくる。
この土地価格（時価）だけを不動産税評価の基礎に置くBW州の修正地価モ

デルは，簡素ではあるものの，様々な不動産を単純化する課税上の弊害も指摘
されている。例えば基本法の平等原則に反する３９，建物の立地が今後価格に反
映され財産税導入に等しい４０，納税通知書への訴訟支援４１などである。ここでの
議論は，建物課税を免除することによる所有者と賃貸人との間の実質負担軽減
を明瞭にしておかなければならないであろう。また，建物非課税による未建築
地への投資効果も議論する必要がある。Büttner／Zimmermannは建物がなけ
れば利用が把握できず，転嫁による所有者課税は政治的リスクがあり，賦課率
で制限すべきと主張する４２。
他方で，時価評価を支持する見解は多方面にわたって展開されている。BW

州財務省は標準地価の合憲性は事前に多くの専門家により明らかであり裁判所
の要請を満たすと反論し，Ver. di，NABU（自然保護団体），IW Köln研究所，
IG BAU（建設・農業・環境産業労組），Mieterbund（賃借人協会），BDA（建
築家協会）などが時価評価による不動産保有課税の本質論を様々に主張してい
る。例えばLöhr, D（２０１９）は課税根拠としての応益性の根拠において，既建
築地と未建築地の負担相違をインフラに対する利用応益性と費用応益性の議論
から面積課税の問題点を整理し時価課税の正当性を論じている４３。Hey, J

３８ ２０１６年にBW州は再導入を議論していたが，CDUの反対により挫折している。
３９ 正確性の異なる「標準」的な地価を修正せずに通常価格として適用するのは
平等原則・負担能力原則に反し正当化できない。Vgl. Kirchhof, G（２０２０）: s.２６０１.

４０ Rülke, HU（２０２０）:［https:／／fdp-dvp-fraktion.de／gruen-schwarze-grundsteuer-
reform-ist-vermoegenssteuer-durch-die-hintertuer／］

４１ StN. DE（２０２０）: Steuerzahlerbund: Gesetz zur Grundsteuer verstö�t gegen
Verfassung, stuttgarter-nachrichten. de,２０２０／１１／０１.

４２ Büttner, T／Zimmermann, H（２０２０）: S.５.
４３ Löhr, D（２０１９b）: S.１２.
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（２０１９）も，標準地価に基づく地価税モデルを推奨し，高負担が想定される都
市部では負担調整が必要と指摘する４４。

２．２．２ BY州
２０２０年１２月に議決された州草案は，不動産税の課税標準に地価から税額評価
することを放棄し，簡素な面積を課税標準に置いている４５。いわゆる応益数
（Äquivalenzzahl）として，土地の面積に対しては０．０４€／m２，建物の面積（居
住部分と利用部分）に対しては０．５€／m２と定め，自己利用住宅建物はさらに
３０％控除（いわゆる州租税算定率）し，最後に市町村賦課率が適用されて税額
決定する。この面積課税方式は何よりも課税簡素化，行政コスト削減に大きな
メリットを持つ。地籍や登記などの土地の公的情報（例えばALKIS）は既に
整備されているため，変更のない限り査定や更新コストも現状に比べて大幅に
低下できるからである。草案では５３０万筆の時価評価コスト７年総額負担を６５０
万€と見積もり，面積評価の採用によってそれらが不要になり，ITの進展で
電子申告（ELSTER）も簡素化可能としている。
ifoのFuest, C（２０１８）らは，賦課率の固定もしくは変更の２事例を前提に，

住宅種（戸建・集合住宅）と自治体人口からモデル計算した結果，応益モデル
に基づく面積評価課税が，取引価格（連邦モデル）や地価モデル（建物無視）
と比べて税負担が少ないことを実証している４６。さらに，ZIA４７，BY州経済連
盟（vbw）４８，納税者連盟（BdSt）４９，住宅土地協会（Ｈ＆Ｇ），住宅不動産企業
連合（GdW）など面積評価課税を支持する団体も多い。
他方で，地価という土地資産の有する収益性と市場価値を除外したいわば外

形課税である面積評価に対する批判もまた大きい。Löffler／Siegloch（２０２１）
の計量分析では，利子率・家計所得・家賃・住宅価格・労働量・公共財サービ

４４ Hey, J（２０１９）: S.４.
４５ BayGrStG（２０２０） p.４, Art.３.
４６ Fuest, C et al（２０１８）: S.２６.
４７ Kirchhof, G（２０２０a）: S.４６.
４８ Brossardt, B（２０２１）: S.１４.
４９ Warneke, M（２０１８）: S.６.
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スなど多くのツールから精緻なモデル計算を試みて，最終的な結論として現状
の不動産税が特に低所得層の賃貸住宅において負担が大きく，これを再分配す
るためには，課税標準の指標として地価評価に基づく連邦モデルが適切である
と結論づけるに至っている５０。Henger, R（２０２０）は，モデル分析の結果とし
て，過度の一括化は平等課税原則の代替にはならず，さらに不動産税Ｃの見送
りについても批判している５１。
この超過課税再導入の是非については，とりわけHH州など都市部で地価上

昇局面にあるドイツにおいて，住宅需要の高まりを受けて不動産市場の活性化
が求められており，SPD５２やDIWのBach, S（２０１８）５３が実施を支持している一方
で，BY州経済連盟５４は，開発可能性の少ない地域の配慮や，財源調達問題は開
発促進（インセンティブ）と投機抑制（超過負担）を区別すべきとみる。また
今後のBY州の政治変容（面積課税の実現可能性と負担問題）も不動産税制改
革の議論に影響を及ぼすであろう５５。

２．２．３ HE州
HE州は２０１０年よりBY州・BW州と合同で応益原則を重視した面積モデルを

提案５６しており，現時点でも面積・係数モデルを計画し，不動産税Ｃの導入も
予定している。面積・係数モデルはBY州の面積モデルに係数，即ち，標準地
価に基づくゾーン価値（３種）と平均地価，土地面積，建物利用面積（居住・
非居住）の３つをパラメーターとして評価の簡素化を目指している５７。さらに
立地も利用とサービスの応益性を重視し，単純な面積モデルよりも負担の均衡

５０ さらに累進税率の採用も提案している。vgl. Löffler／Siegloch（２０２１）: S.４.
５１ Henger, R（２０２０）: S.５２.
５２ SPD（２０２０）: S.４３.
５３ 地価の要素がないと自治体はサービスによる地価上昇に関与しなくなり，税
制・経済政策面で不利になる。vgl. Bach, S（２０１８）: S.７.

５４ Rüchardt, B（２０１９）: S.２.
５５ 緑の党のTim Pargentは修正地価税モデルにすべきと批判し，Ｃ導入も支持する。
５６ Arbeitsgruppe der Länder BW, BY und HE（２０１０）.
５７ Hessisches Ministerium der Finanzen （２０２０）: Flächen-Faktor-Verfahren,
２０２０／０４.
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を図っている。早くから独自課税を提唱していたHE州であるが，BY州の面積
中心モデル（FDP）とするか，立地面積だけでなく建物利用もパラメーター
に加える面積・係数モデル（CDU／Grune）とするかについては政治的に未だ
決定に至っていない。
２．２．４ NI州
BY州・HE州のモデルを参考にしているNI州は，HH州と同様の面積立地モ

デルを計画しているが，実質的にはHE州の面積・係数モデルと同じと考えら
れる５８。立地の変数は加算減算数で７種以内，建物面積の変数は１０種～２０種が
予定される。ある自治体（Oldenburg）の立地変数が５種類（０．８～１．２）なら
ば単純に負担格差が１．５倍となり，標準地価に基づく実際の負担格差（場合に
より２０倍以上）よりも大幅に平準化できるが，地価に応益価格が反映されてい
るという見解からは立地により過大と過少の評価になり，建物面積のみの変数
は逆進的な負担をもたらすという指摘がある５９。

２．２．５ SN州
SN州は連邦モデルに近い。連邦の改正評価法（２０２２）の租税算定率は０．３１

‰へ引き下げているが，SN州の草案では連邦モデルのこの数値を用いず，独
自に未建築地及び既建築地の宅地は０．３６‰，商業地は０．７２‰へ変更し，２０２１年
２月の州議会で議決された６０。租税算定率変更の根拠は，賦課率を特に今後大
きく変更させなくても税収中立を保つことができるためとしている。SN州財
務相は全体で３，６００件のモデル比較から州全体の中立性を主張するが，個々の
負担格差も無視できないだろう６１。評価のパラメーターは，住宅地では立地・
土地面積・標準地価・居住面積・建物種類・築年・地域賃料の７種とし，収益

５８ NI Landestag（２０２１）: Drucksache１８／８５６０, S.２.
５９ Kriese, U（２０２０）: NWZ Gastbeitrag,２０２０／０５／１１.
６０ SächsGrStMG（２０２１）［https:／／www.revosax.sachsen.de／vorschrift／１９０２２］
６１ 住民数別（６種）と住宅別（５種）からの分析結果は，住民数に関わらず一世帯
住宅や商業不動産の負担が重く，集合住宅の負担が軽い結果になっている。vgl.
MDR. de（２０２０）: Modellrechnungen mit dem sächsischen Gesetzentwurf zur
Grundsteuerreform［https:／／www.mdr.de／nachrichten／sachsen／gesetzentwurf-
grundsteuer-modellrechnung-１００.html］
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価格方式で計算される。商業用地では立地・土地面積・標準地価・建物種類・
建物総面積・築年の６種で物件価格方式を用いる。これらは概ね連邦モデルに
近いものである。しかしそのままモデルをSN州に適用すると３０％の負担増と
なるため，州独自モデルとして租税算定率を引き上げて州全体で負担均衡させ
たことになる。また新評価のための雇用創出にも貢献すると見ている。一方で
連邦モデルの欠点とされる都市部の負担増についてはSN州のモデルでも解決
できておらず，もともと平均賦課率が高い州であり，また，東独内でも税負担
が大きい州であるため，SN州の独自モデル採用は連邦モデルと比べて企業の
競争力がさらに弱まることが懸念されている６２。VSW（SN州経済連盟）も租
税算定率の連邦モデルからの（特に商業地）引き上げに関して特定不動産への
不利益になり，改革の目的が達成されていないとして反対している６３。

２．２．６ SL州
SL州は当初は連邦モデル採用を計画していたが，その後SN州のモデルを参

考にして，租税算定率のみ独自に設定する方向へ修正している６４。よって今後
は解放条項の適用が必要となってくる。州財務省によれば，３００の事例分析か
ら連邦モデルではSL州の商業地が住宅地に比べ有利になりすぎるため６５，その
ままでは結果的に州の税収減となる。これを調整する機能が賦課率となるが，
SL州は近年（２０１５年～２０１９年）にほとんどの自治体（９２．３％）で賦課率を引
き上げている６６。そのため連邦の租税算定率を適用できなかったと考えられよ
う。また独自の変数として居住目的（住宅地）と非居住目的（商業地）の２種
に分け，商業地（負担増）と住宅地（負担減）を均衡させるよう調整も行って
いる。

６２ Küpperbusch, K（２０２１）: Grundsteuerreform in Sachsen, IHK Chemnitz, Nr.
４９８４１３２.

６３ VSW（２０２０）: Stellungnahme, S.３.（Drs．７／４０９５→０４／０８）
６４ Gabriel, M／Jacob, Y（２０２０）: Mitteilung vom１７.１２.２０２０.
６５ 住宅地は８％，商業地は５２％である。vgl. Böffel, J（２０２０）: SR. DE. Nachrich-
ten,１７.１２.２０２０.

６６ 州の平均は３７．８％である。vgl. Lorentz, B（２０２０）: S.１０.
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２．２．７ HH州
２１年３月に議決された草案では居住（面積）立地モデルを計画している６７。
評価のパラメーターは土地面積，居住又は利用面積，立地とし，応益数はBY
州と同様６８土地面積に０．０４€／m２，建物面積（居住部分と利用部分）に０．５€／m２

と定め，立地は２種に分ける。立地は，標準地価・緑地・人口密度・騒音など
の９指標よりHH州条例に基づき道路ブロックごとに定めた居住立地区分（１７
年基準）から決定されている６９。この立地及び社会住宅などの特例措置は租税
算定率面で減額され，不動産税Ｃ導入（課税対象は２０２４年までに公表）も予定
している。これらにより特に連邦モデルで予想される地価上昇率の大きな都市
部の負担増を抑えることができるとしている。ただ，不動産税Ｃの土地投機抑
制効果については反対する意見もある。

２．３ NW州
１６州最大人口を有しているNW州は，最後まで評価モデルの決定が遅れてい
た州である。当初は不動産税自体の徴収是非や面積モデルの可能性など，２０２０
年１１月の州議会議事録でも検討段階にあった７０。その遅延理由としてはコロナ
感染症の影響だけでなく，NW州は不動産税収も１６州最大で，賦課率が高い市
町村も多いからである。例えばNW州平均の賦課率は２０２０年で５４７％（ドイツ
平均は３８４％）あり７１，最高税率自治体もドイツ全体の６割以上をこの州が占め
ている。結果として不動産税負担も他州に比べ大きくなっているのである。
NW州の評価方法決定は，税収最大州であるだけに内外の財政に影響を及ぼす
可能性が大きく，そのため他州の動向を参考に慎重に議論せざるを得なかった
が，２０２１年５月に漸く連邦モデルを全面採用することを決定した７２。

６７ HmbGrStG（２０２１）: DS２２／３５８３.
６８ データ情報もBY州方式を採用し，その結果BY州と同じく別荘所有者に有利と
の指摘もある。HB２０２１／０３／１７．

６９ 作成された立地区分（１９年更新）は公的な目録ではないが，賃貸価格決定の
基礎となっている。vgl. WSB（２０２０）: S.７.

７０ 再評価に要する人員については２０１９年より１００名ずつ新規配置している。vgl.
Landtag NW（２０２０）: DS１７／１１８０５, S.２.

７１ Schneider, M（２０２１）: S.３.
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３．不動産税評価の公平性について

これまでのところドイツ全１６州で価格を評価の基礎に置くモデルは１２州，そ
のなかで租税算定率のみ州独自に変更するモデルが２州，そして４州が面積を
評価の基礎に置いた新しい不動産税評価手法の導入を予定している。解放条項
を適用する７州は議決済が２州，草案段階が２州，方針決定段階が３州という
内訳である。
連邦モデルでは，評価手法の中心が収益価格方式に基づいていること，及び，

標準地価から個別の土地単位に対して２０２２年１月１日時点を査定基準日に算定
することから，地価を重視したいわばこれまでの統一評価手法を踏襲した形と
なっている７３。しかし，収益価格方式及び標準地価の適用は，厳密には取引価
格に基づくいわゆる「適正な時価」，すなわち市場価格と同一の方向性を有し
ているわけではない。
まず，収益価格方式は平均純賃料統計をベースにしており，混用不動産や商

業不動産には正確な家賃データが存在しないため，物件価格方式を用いること
になる。
次に，標準地価は，土地面積，地形（土壌性質），立地，植樹状況，開発整

備状況，用途区別，などのパラメーターから公的機関である土地鑑定委員会に
よって標準化された地域の基準価格であり，日本の公示地価（１９６９年地価公示
法）に相当する制度である。しかし，厳密には公示地価とは一致しない。公示
地価が市場価格を適切に反映させた目安（正常価格）として，課税評価（路線
価）の算定に用いられているのに対し，標準地価は以下の点で区別が必要である。
第一に，標準地価は調査主体（評価機関）が各州である。したがって土地取

引時のいわゆる売買事例調査７４は各州の土地鑑定委員会が行っている。特に
BW州には２０１９年まで９００以上の自治体レベルでの土地鑑定委員会が設置され，
それらのデータは州中央鑑定委員会により集約している７５。一方で，ST州（及

７２ FM NRW（２０２１）: Bundesmodell gilt für Nordrhein-Westfalen,（https:／／www.
finanzverwaltung.nrw.de／de／grundsteuer）

７３ 正式なフォーマットは２０２１年６月公表とされている。vgl. KPMG（２０２１）
７４ 日本では土地取引状況調査票［国土交通省］に相当する。
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びBE州／HH州）の土地鑑定委員会は１つのみで州中央機関（ZG）もしくは
州上級機関（OGA）が存在しない。このことは州による標準地価の精度格差
を示すものとなっていよう。第二に，標準地価はすべての地域を包括して評価
する制度であり，土地利用政策で定められた未開発地域や農林業用地・私的緑
地も含めている。日本の公示地価のように国が定めた「公示区域」のみの評価
とは異なる。第三に，標準地価はゾーン（Richtwertzone）内の平均立地価格７６

を算出するものであり，日本の土地鑑定委員会が選定する特定不動産（標準地）
の個別価格を示すものではない。そしてゾーンの選定方法も州により格差がみ
られている。
このようにドイツの標準地価は，公的評価制度としての包括性や地域評価格

差の存在など，日本の公示地価とは細部で異なる制度になっている。またそも
そも標準地価は過去の取引価格から導出していることから基準日の市場価格評
価へ近似させることは前提としていない。しかし今日，ドイツ全土でほぼ整備
されてきた標準地価の参考価格としての役割は大きく，１９９６年より相続税にお
ける未建築地への必要評価として標準地価の適用が開始されている７７。ここで
は不動産税の課税評価基準としての，すなわち税額算出段階の第一局面である
不動産税価額（評価額）自体の相対的独立性を議論しておかなければならない
だろう。また，物税としての面積基準に基づくならば，人税としての住民数基
準（人口密度）も同様に応益性判断の根拠となり得るだろう。現在まで複数の
文献・不動産関連サイトで，連邦と州（確定及び予定）モデル比較に基づく主
に一世帯住宅と集合住宅の税負担事例分析が見られているが，モデル別の納税
割合は様々で必ずしも一致しているわけではない。そもそも評価，即ち住宅種
類や築年などのパラメーターを単純化し，税率を固定した参考例であることか
ら正確な負担比較は不可能であろう。評価段階の相違だけで税負担を考察する

７５ ２０２０年にかなりの委員会統合が進められ，その結果２０２１年４月現在で３８４まで
整理されてきた。vgl. LGL（２０２１）［https:／／www.zgg-bw.de／Aktuelles／］

７６ §１９６Abs. １ Satz １ BauGB. ただし平均値である以上，ゾーン内部の立地や面
積により，鑑定委員会の公表する調整数により個々の不動産には加算と減算が
なされる。

７７ １９９７年より不動産取得税でも適用されている。vgl.§１７９BewG.
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ことは適正とは言えない。
さらにClaus, Kらの研究では，EU諸国（２７か国）の不動産関連税制比較の

結果，土地評価に関しては価格を中心に置いている国が多く，旧東欧諸国（７
か国）のみ面積評価（一部または全体）を行っている７８。これは土地保有課税
として，土地のみ課税，建物のみ課税，土地・建物双方課税の３区分に分類し
た調査である。また，必ずしも本稿で考察している宅地と事業用地のみに該当
するドイツ不動産税Ｂと同類とは言えない広義７９の不動産関連税制全般の比較
結果であり，評価手法のみならず，控除額，再評価サイクル，３区分の不動産
分類，更には税収の帰属や税名称まで多種多様な不動産関連税制８０が存在して
いる。ドイツ不動産税もまた価格を評価のベースに置いてはいるものの，EU
内でも突出して古い基準日を用いていること，今後（２０２５年）は価格以外の面
積要素を用いた不動産税が一部の州で予定されていることから，不統一な課税
標準に対する地方税の在り方が議論されてくるであろう８１。

お わ り に

２０１０年に連邦財務省学術顧問団は不動産税改革に対して課税評価基準には賃
貸価格が望ましく，価格課税に代替する純粋面積税は不適切と表明していた８２。
２０１９年の意見表明では価格だけでなく利用も配慮して，土地面積と標準地価，
及び居住利用面積と建設費指数の併用を提案している。建設費指数は連邦統計
局のデータ８３を用い，指数化することで地価上昇に対応できる８４とみている。上

７８ Claus, K et. al（２０１６）: S.５４.ff.
７９ Troll, M／Eisele, D（２０２１）: S.６９３.
８０ 例えば国外不動産への課税や公共用地への課税などEU諸国総計５６種の税がある。
８１ 他方で，日本の固定資産税の問題については，例えば資産評価政策学会２０２１
年度総会シンポジウム「固定資産税評価，不動産鑑定はどこまで必要か」（２０２１
年６月２９日）において，実際の鑑定評価問題（いわゆる随意契約）のみならず，
路線価（相続税［国］と固定資産税［地方］），評価手法（時価評価額［経済学］
と課税評価額［財政学］），家屋の評価と課税の意義，更には所有者不明土地問
題など，必ずしも日本の土地保有課税に対する評価手法・課税徴収に公平性・
合理性・安定性が認められているものではないことが指摘されている。

８２ BMF（２０１０）: Stellungnahme, S.６.
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物に対する物件価格を課税評価基準に組み込む根拠は，標準地価額上昇に伴う
面積課税の意義を配慮したからである８５。課税評価の対象が価額であろうと面
積であろうと，（数）量で把握することに変わりはない。評価パラメーターの
数は簡素化に反比例するものである。課税評価情報の複雑化は最終的な納税者
にも影響する。さらに，裁判所の求める税の負担根拠が現実に正しい関係から
導かれるべきものである以上，評価面ではなく税率面を経た後の負担面で課税
公平判断すべきである。その意味で，ドイツ不動産税の評価問題は土地建物の
課税評価段階だけで正当性，すなわち負担の公平性を判断することはできない
だろう。財政的に重要であるのは評価面内部の公平性ではなく，個々の評価制
度の実現可能性と行政コストであろう。
ドイツの不動産税収は他の先進諸国やOECDと比べても税収比割合が小さい。

８３ Destatis（２０２０）: Bautätigkeit und Wohnungen２０１９.
８４ Büttner, T／Zimmermann, H（２０２０）: S.５.
８５ BMF（２０１９a）: Stellungnahme, S.２.

図 不動産税収とGDPの１６州別割合
出所：連邦統計局州別国民経済計算［https:／／www.statistikportal.de／de／vgrdl］より筆者作成。
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また，州別の税収比率とGDP比を見ても，必ずしも相関関係にはない［図参
照］。例えばNW州納税者はBY州納税者より約５０％多く不動産税を負担してい
ることになる。さらに，ドイツは市町村税収に占める不動産税の割合もEU内
で下位８６にある。このことはドイツ内においても，不動産税改革にとって評
価・行政コストの点から，税制改革上のブレーキと見なされる傾向もある。し
かしながら市町村にとって税収減少は非現実となることから政治的に税収中立
が改革の前提になっていると考えられる。ここでの税収中立を，現行税収の維
持による望ましい財源調達手段（財政負担基準）と捉えて，市町村が賦課率調
整を導くことの意義を検討する必要があろう。Fuest, C（２０１９）は連邦政府の
財政委員会で「経済発展と税の関係から税収中立を標榜するのは無意味である」
と発言している８７。現下のドイツ土地保有課税の改革論点を単純化するならば，
評価の正当性を賦課率で調整する意義を財政学的にも税法的にも議論していか
なければならない。つまり望ましい税収の根拠を評価段階に求め，税率調整で
はなく課税標準調整により財政負担に対する住民合意を得る手段の問題となっ
てしまっていることを議論する必要があるように思われる。
本論ではドイツ不動産税改革における課税標準としての不動産評価問題のみ

に焦点を当てて１６州の評価手法の議論を行った。しかしながら抜本的な不動産
税制改革の議論としては評価だけでなく，財政学的な税収分析（税収中立），
不動産市場における税負担帰属（転嫁），そして経済政策上の開発課税（不動
産税Ｃ），さらには税法上の議論（解放条項）がそれぞれ多方面から議論され
ており，それだけ今回の改革動向はこれらの論点に対してより詳細な考察や分
析が必要となっている。
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・Küpperbusch, K（２０２１）: Grundsteuerreform in Sachsen, IHK Chemnitz, Nr.
４９８４１３２.
・Landtag MV（２０２１）: Streit um Grundsteuer, dpa-infocom, dpa:２１０１２７―９９―１９５６６１／２.
・Landtag NW（２０２０）: Antwort, Es ist fünf vor zwölf - Was tut die Landes-
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・Seer, R（２０２１）: Grund-／Vermögensteuer, in Tipke／Lang, Steuerrecht２４. Aufl. Ot-
toschmidt.
・SPD（２０２０）: Zusammenhalt und Zukunft, BILANZ２０１７―２０２０.
・Troll, M／Eisele, D（２０１４）: Grundsteuergesetz,１１. Aufl, Vahlen.
・Troll, M／Eisele, D（２０２１）: Grundsteuergesetz,１２. Aufl, Vahlen.
・VSW（２０２０）: Stellungnahme der Vereinigung der Sächsischen Wirtschaft e. V.
zum Entwurf eines Sächsischen Gesetzes zur Umsetzung der Grundsteuerreform,
２６.０８.２０２０.
・Warneke, M（２０１８）: Argumente für eine Einfach-Grundsteuer, Dsi kompakt, Nr.３３.
・WSB（２０２０）:Aktualisierung des Hamburger Wohnlagenverzeichnis ２０１９, Hans-
estadt Hamburg.
・野田裕康（１９９９）：「ドイツ不動産税の改革可能性」『税務弘報』４７⑼ 中央経済社
・同上（２０２１）：「ドイツ不動産税法改正と新不動産評価について（その１）」『駿河
台経済論集』第３０巻第２号

駿河台経済論集 第３１巻第１号（２０２１）

３６



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /All
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Error
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize false
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile (None)
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages false
  /ColorImageDownsampleType /Average
  /ColorImageResolution 350
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages false
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages false
  /GrayImageDownsampleType /Average
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages false
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages false
  /MonoImageDownsampleType /Average
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile (None)
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000500044004600206587686353ef901a8fc7684c976262535370673a548c002000700072006f006f00660065007200208fdb884c9ad88d2891cf62535370300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef653ef5728684c9762537088686a5f548c002000700072006f006f00660065007200204e0a73725f979ad854c18cea7684521753706548679c300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ESP <>
    /FRA <>
    /ITA <>
    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020b370c2a4d06cd0d10020d504b9b0d1300020bc0f0020ad50c815ae30c5d0c11c0020ace0d488c9c8b85c0020c778c1c4d560002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken voor kwaliteitsafdrukken op desktopprinters en proofers. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 5.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /PTB <>
    /SUO <>
    /SVE <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents for quality printing on desktop printers and proofers.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 5.0 and later.)
    /JPN <>
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /ConvertColors /NoConversion
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /NA
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure true
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles true
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /NA
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /LeaveUntagged
      /UseDocumentBleed false
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice


